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1. はじめに

近年，脱炭素社会の実現に向けて再生可能エネルギー(以
下，「再エネ」)の導入が加速しており，太陽光発電を主と

する大型の分散型電源の整備が進んでいる 1)．一方，再エ

ネの大量導入を図る場合，既存の系統電力は火力発電など

の大規模電源と需要地を結ぶ形で形成されているため，送

電容量が不足することが懸念されており 2)，再エネの出力

制限が実施される事態が既に生じている 3)ことからも，従

来の電力インフラの在り方では限界がある． 
そこで我が国では，近接した分散型電源を活用して住宅

地などの電力需要を賄う「電力地産地消」を図るスマート

タウンの実証実験が既に行われている 4)．これらの実証実

験では，電力を消費する地区と分散型電源や蓄電池などを，

電力会社が有する電線とは別に自治体などが自ら敷設する

電線(以下，「自営線」)によって接続し，スマート技術を用

いて電力需給をコントロールすることで電力地産地消を実

現している．しかし，これらの実証実験では，全ての電力

需要を再エネで賄える事例はごく僅かであり，不足する電

力は依然として従来の系統電力に依存している．今後再エ

ネの更なる活用を目指す上ではスマートタウンの系統電力

依存を解消することが重要であるが，地区から離れた分散

型電源を活用して電力需要を賄おうとする場合，電力を運

ぶために必要な自営線の敷設・維持コストが増大してしま

うことが課題となる． 
一方，多くの実証実験では，今後普及が見込まれる電気

自動車(以下，「EV」)に蓄電池としての役割が期待されてい

る．しかし，EVは可動性を有するため，蓄電した電力を輸

送することも可能である．そのため，分散型電源と地区が

離れている場合にも，図-1 のようにEV が電力輸送を行う

ことで，自営線を敷設せずにスマートタウンで不足する電

力を賄うという代替案が存在する． これは電力インフラの

在り方を大きく変える大胆な着想である．一見荒唐無稽と

思われるかもわからないが，近年の EV の飛躍的な性能向

上や，太陽光発電や EV との親和性が高い直流給電の活用

も検討されている 4)．何より物理的な面から送電部門の実

質的な自由化に直結し，制度面から再エネの利用が一気に

広がることが期待される．その可能性を吟味しておく価値

のある革新性の極めて高い課題といえる． 
本研究では，離れた分散型電源から不足電力を賄うスマ

ートタウンを「サテライト型スマートタウン(以下，「SST」)」
と定義し，従来当然の前提であった自営線に代わり，EVが

日常的な電力輸送手段として活用される可能性をコスト面

から検証することを目的とする．具体的には，実際の EV
や蓄電池の性能を基に電力輸送に必要なEV 台数を把握し，

サテライト型スマートタウンへの電力の運び方－電気自動車が電線を代替する可能性－ 
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図-1 SSTへの電力輸送イメージ 
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電力輸送にかかるコストを自営線の場合と比較する．これ

を世帯数などの地区条件や直流電力活用といった電力イン

フラ条件ごとに行うことで，SSTへの電力輸送におけるEV
の活用可能性に関するフィージビリティを示す． 

2. 研究の位置づけ

2.1 既存研究のレビュー

スマートタウンに着目した研究は多く見られ，全国の住

宅地を対象に電力地産地消の潜在的可能性を検討した研究
5)や地域特性ごとに導入すべきエネルギーシステムを検討

した研究 6)，新規開発されたスマートタウンのエネルギー

性能評価を行った研究 7)，スマートタウン内の直流給電化

が電力地産地消に及ぼす影響をみた研究 8)など，技術革新

まで見据えた様々な検討が行われている．しかし，これら

は不足電力を系統電力から賄う従来のスマートタウンに関

する研究であり，地区から離れた分散型電源まで活用して

電力を賄うSSTに関する検討はされていない．一方，島嶼

部を対象に島全体で再エネ活用を検討した研究 9)なども存

在するが，対象地域が限定的であるため一般の地区に適用

可能な分析とはなっていない． 

また，EVを活用した電力輸送については，公共EVバス

を活用して分散型電源から充電ステーションに電力を分配

することを検討した研究 10)や，実際の交通量データを基に

通過交通によって輸送可能な電力量を明らかにした研究 11)

など，近年になって蓄積がなされている．しかし，これら

の検討はあくまで EV のトリップに付随して得られる電力

輸送の検討であり，電線を代替する目的で EV の活用を検

討した研究は行われていない． 

2.2 本研究の特長

2.1のレビューを踏まえ，本研究の特長を以下に示す． 
1) 電線による送電が当たり前と考えられている電力輸送

について，EV による代替可能性というこれまでにない観

点から分析を行った極めて新規性の高い研究である． 
2) 系統電力に頼らない「サテライト型スマートタウン」の

概念とその成立可能性を検討した有用性の高い研究である．  
3) 電気自動車による電力輸送により，送電部門の自由化を

物理的に明確化することで，再エネの利用促進が一層進み，

低炭素化推進にもつながる発展可能性を有する研究である． 

3. 分析の前提条件

3.1 想定する電力輸送

本研究では，SSTで不足する電力を離れた分散型電源か

ら輸送することを想定した上で，自営線に代わる電力輸送

手段として EV の活用可能性を検討する．ここで，実際の

様々な地区に適用可能な分析とするため，本分析はSSTの

「世帯数」および分散型電源からSSTまでの「電力輸送距

離」の2変数によって定まる仮想の地区において検討を行

うこととした．なお，世帯数は町丁目レベルの地区を想定

して500世帯を 大値として設定した．また，SSTは電力

地産地消の達成が目的であるため，長距離の電力輸送を行

うことは想定していない．そこで本研究では，SSTと分散

型電源は同一市町村内にあると仮定し，電力輸送距離の

大値を 20km と設定した．なおこの値は，国土地理院が示

す全国市町村面積 12)の平均値219.24より，市町村面積を正

方形とした場合の対角線距離を計算することで算出した．

更に，本研究では今後起こりうる電力インフラの変化を

踏まえた検討が行えるよう，複数のシナリオを設定した．

そのシナリオと設定した条件を表-1に示す．ここで電力自

給率とは，SSTの電力需要のうち従来のスマートタウンと

同様に家庭用太陽光発電などの活用で賄える割合のことを

指す．本研究ではSST内で全く発電が行われていない0%，

および SST 内である程度の電力地産地消が行われている

50%，90%の 3 パターンを設定しており，ここで賄えない

不足電力が離れた分散型電源から輸送する電力となる．次

に給電電力とは，SST内の給電に用いられる電力であり，

従来からの交流電力(AC)を利用する場合と，再エネ・EVと

の間で電力変換が不要なため EV による電力輸送コストの

削減が期待できる直流電力(DC)を利用する場合の2パター

ンを設定した．既存研究 13)を参考に変換時に生じる電力ロ

スを10%と設定することで，変換過程で生じるロスの影響

まで考慮した分析を行っている． なお，分散型電源はDC
利用を想定しており，SST 内でDC を利用する場合は家庭

内の家電なども直流給電に対応している状況を想定する． 

3.2 電力輸送に用いるEV
本研究で電力輸送に用いるEV(以下，「電力輸送EV」)は，

貨物用 EV に蓄電池を積載して運用することを想定してい

る．ただし，近年のEVや蓄電池の性能向上は目覚ましく，

本研究で想定する電力輸送が行われるまでにも様々な技術

革新が生じることが予想される．そこで本分析に用いる電

力輸送EVは，既存の貨物用EV3車種や蓄電池の性能を踏

まえつつ，NEDO14)が「ガソリン車並みの走行性能を有する

普及価格帯の電気自動車」を開発する目標年として設定し

ている2030年を基準として，表-2に示す性能を設定した．  
既存の貨物用EV は，積載量の小さい順に三菱自動車の

MINICAB-MiEV15)，日産自動車のe-NV200バン 15)，三菱ふ

そうのeCanter16)を選定した．これらのEVは既に走行用の

蓄電池が積載されているが，本研究の電力輸送 EV は更に

各車両の荷室に蓄電池を積載し，それらの蓄電池を走行・

表-1 分析シナリオと電力インフラ条件 
シナリオ 給電電力 電力自給率

a)SST内電⼒地産地消0% 0%

b)SST内電⼒地産地消50% 50%

c)SST内電⼒地産地消90% 90%

d)シナリオa+SST内直流給電 0%

e)シナリオb+SST内直流給電 50%

f)シナリオc+SST内直流給電 90%

DC

AC
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(1)

充放電用に利用できる状態を想定している．また積載でき

る蓄電池の容量は，既存のコンテナ型蓄電池 17)の性能から

1m3 あたりの蓄電容量を算出した上で各車両の荷室容量に

乗じ，更にNEDOの目標値 14)より2を乗じることで算出し

ている．なお，電力輸送 EV の走行電費は各車両の性能を

基に，エアコンの使用や走行環境による電費低下を考慮す

るため，安全率として土木工学の道路設計等で一般的に用

いられる3を設定した上で算出している 18)． 
また，本分析における電力輸送では，分散型電源から電

力輸送EVへの充電，および電力輸送EVからSSTへの放

電が行われるが，この電力輸送 EV の充放電性能は電線と

異なり限度があるため，その設定を行う必要がある．電力

輸送EVへの充電については，急速充電規格のCHAdeMO19)

が既に 150kW での充電を可能としており，今後更なる性

能向上が見込まれている．一方で，EVからの放電について

は技術開発が十分に進んでおらず，2017 年時点で

CHAdeMOでも30kWでの放電が 大となっている．しか

し，今後分散型電源や EV の普及によって EV をグリッド

に接続する V2G の重要性はますます高まることが予想さ

れ，その際には EV からの放電性能向上も見込まれる．よ

って，本研究では電力輸送 EV の充放電性能をともに

150kWと設定して分析を行っている． 

4. 分析方法

4.1 必要な電力輸送EV台数の算出

SST への電力輸送に必要な電力輸送EV 台数を算出する

ため，本分析ではSSTの不足電力と電力輸送EVの充電量

の推移を1分単位で把握し，1日におけるSSTの不足電力

を賄うことができる 小限の電力輸送 EV 台数を明らかに

する．その算出フローを図-2 に示す．なお，図中の「EV」
とは全て電力輸送 EV を指す．また本分析では，電力輸送

に必要な 小限の電力輸送EV 台数を算出するため，必要

な電力輸送EV 台数の初期値を 2 台に設定した上で，条件

が満たされるまで台数を1台ずつ増やして分析を行うこと

で，必要 小限の電力輸送EV 台数を算出している．初期

値を 2 台としている理由は，本分析において電力輸送 EV
は給電時には SST の配電網に接続するV2G の状態となる

ため，蓄電量が減り充電が必要となった際に，代わりに配

電網に接続する電力輸送 EV が必要となるためである．更

に本分析では，1 日の開始時点における電力輸送 EV の充

電量によって生じる必要台数の変動を考慮するため，1 日

のみの分析ではなく 30 日分の繰り返し計算を行い，算出

結果を収束させることで，電力輸送 EV 充電量の初期設定

によって必要台数が過小推計されることを防いでいる． 
ここで，時刻𝑖におけるSSTの不足電力𝑃 は，設定される

地区条件に基づき，家庭内の電力需要と自家用 EV の電力

需要の和から算出される．その算出式を式-1に示す． 

𝑃 𝐷 1 𝐿⁄ 𝐷 /𝐸 ∙ 𝑁 ∙ 𝑟  
∙ 𝑁 ∙ 1 𝑅 ∙ 𝑟

𝐷：全国の1日1世帯あたり平均電力需要[kWh] 
𝐿：電力輸送時に生じる電力ロス率 
𝐷 ：世帯EVの1日あたり走行距離(19.4)[km]20) 
𝐸 ：自家用EVの走行電費(8.33)[km/kWh]21) 

𝑁 ：1世帯あたりの世帯EV保有台数(1.069)[台]22)  
𝑟 ：自家用EVの普及率(0.25)23) 
𝑁 ：SSTの世帯数[世帯] 
𝑅：電力自給率 
𝑟 ：1日に占める時刻𝑖での電力消費割合 

 ただし，𝐷は年間都道府県別家庭内消費電力量 24)より

16.3kWhと設定し，𝑟 については既存研究 8)を参考に，平均

的な世帯における1時間ごとの電力消費割合を設定した．

また，自家用EV とは各世帯が所有する個人トリップ用の

EV である．本研究が想定する社会では EV が十分に普及

していることが考えられるため，自家用EV についても，

その充電需要まで考慮した分析を行っている．なお，本研

究は SST の成立可能性を把握することが目的であるため，

一般的な世帯で構成されるSSTを想定し，世帯の消費電力

量に平均値である𝐷を用いている．このため，例えばエア

コン消費量が多い地域などでは，本分析結果よりも𝑃 が過

大となる可能性がある点に留意が必要である．また，本研

究ではスマート技術が十分に発達した社会を想定している

ため，SSTで生じる電力需要は既に導入へ向けた取り組み

が進められているディマンドリスポンス25)によっておよそ

表-2 想定する電力輸送EVの性能 
電力輸送EV 蓄電容量 車両価格 走行電費

MINICAB-MiEV 90[kWh/台] 1991[千円] 2.62[km/kWh]

e-NV200バン 130[kWh/台] 3754[千円] 2.22[km/kWh]

eCanter 518[kWh/台] 18120[千円] 0.64[km/kWh]

図-2 必要な電力輸送EV台数の算出フロー 

開始
EV台数 n 2(初期値)

時刻 𝑖 0

需要分を給電中の
EVが供給可能

EVから電⼒を供給

𝑖 𝑖 1

1⽇の計算終了
(𝑖 1440)

終了
EV台数：n台

他に充電済みの
EVがある

𝑛 𝑛 1

Yes
Yes

No

No

Yes

No

EV初期配置
(1台が地区への給電を終え
他のn 1台が満充電の状態)

Yes

30⽇間の
繰り返し計算終了

No
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(2)

(3)

(4)

(5)

(6) 

均等化され，1 時間単位で変動するものと仮定している．

そのため，平均的な世帯における1時間ごとの電力消費を

把握することで，SST全体における1日の電力需要変動を

踏まえた𝑃 が算出可能となる．ここで，実際のディマンド

リスポンスの性能や地区の特性などによっては，1 時間未

満の短時間においても電力需要が変動し，本分析結果より

も𝑃 が過大となる可能性がある点に留意が必要である． 
また，電力輸送EVからSSTに給電可能な電力を全て給

電した際には，電源まで移動した後，充電を行う．具体的

には，電力輸送 EV の充電量が電源までの移動に必要な

低限の充電量に達した際，その時刻から電源までの往復時

間および電力輸送 EV の充電時間が経過した後に，再び当

該の電力輸送EVからSSTへの給電を可能とする．このと

き，電力輸送EVが再び給電可能となるまでの時間Tと電

力輸送 EV が SST に給電可能な電力量𝐵 は以下の式-2，

式-3から算出される． 

T 𝑑 ∙ 2 𝑆⁄ 𝐵 𝑠⁄ ∙ 60 

𝐵 ≅ 𝐵 𝑑 ∙ 2 𝐸⁄  

𝑑：電力輸送距離[km] 
𝑆 ：電力輸送EVの平均旅行速度[km/h] 
𝐵 ：電力輸送EVの蓄電容量[kWh] 

𝑠：充放電器の給電性能[kW] 
𝐸 ：電力輸送EVの走行電費[km/kWh] 

なお，𝑆 の値は既存調査 26)における一般道非混雑時の

平均旅行速度より35km/hと設定している．また，電力輸送

EV は電源とSST の間を自力で往復する必要があるため，

𝐵 は片道移動ではなく往復移動分の消費電力を除いた

値が計算される点に留意が必要である． 
以上の計算を基に，図-2に示したフローに従って時間ご

との推移を分析することで，SSTへの電力輸送に必要な電

力輸送EVの台数が明らかになる． 

4.2 電力輸送手段ごとの導入コストの算出

4.1で把握した電力輸送に必要な電力輸送EV台数より，

各電力輸送手段の導入コストを算出することが可能となる． 
まず，自営線による電力輸送は，電線と電柱の導入コス

トによって算出できる．なお，実際の自営線による電力輸

送では，電線と電柱の他にも様々な設備が存在している．

しかし，それらは地域などの条件によってまちまちである

ため，本分析では確実に必要な設備である電線と電柱のみ

を扱う．そのため，本分析で求まる自営線による電力輸送

の導入コストは実際に比べて過小評価される可能性がある

点に留意が必要である．以上を踏まえた上で，自営線によ

る電力輸送の導入コスト𝐶 の算出式を式-4に示す． 

𝐶 𝑑 ∙ 1000 𝑑⁄ ∙ 𝐶 𝑑 ∙ 1000 ∙ 𝐶  

𝑑 ：電柱の径間[m/本] 
𝐶 ：電柱の単価[円/本] 

𝐶 ：電線の単価[円/m] 

ただし，𝑑 は実際の設備基準 27)より150m/本，𝐶 および

𝐶 については実際の公表値 28)よりそれぞれ 33,000 円/本，

5,000円/mと設定している． 
次に，EV による電力輸送の導入コスト算出について説

明する．EVによる電力輸送では，電力輸送EVの車両と積

載した蓄電池，および電力輸送 EV の充放電に必要な充放

電器が必要な設備となる．このことを踏まえ，EVによる電

力輸送の導入コスト𝐶 の算出式を式-5に示す． 

𝐶 𝐶 𝐶 ∙ 𝐵 ∙ 𝑁 𝐶 ∙ 𝑁 𝑁   

𝐶 ：電力輸送EVの車両価格[円/台] 

𝐶 ：蓄電池の単価[円/kWh] 
𝑁 ：電力輸送EVの必要台数[台] 

𝐶 ：充放電器の単価[円/台]  
𝑁 ：SSTに必要な充放電器台数[台] 
𝑁 ：分散型電源に必要な充放電器台数[台] 

ここで，𝐶 は表-2に示す値を用いる．ただし，eCanter

は車両価格が明らかにされていないため，eCanterと同型車

である Canter の車両価格 29)と，標準搭載分の蓄電容量

(82.8kWh)に現在の蓄電池コスト20,000円/kWhを乗じた値

の総和から算出している．また，𝐶 は NEDO の目標値 14)

より 10,000 円/kWh，𝐶 は既存調査 30)より現状の急速充電

器の設置コストである10,000,000円/台と設定している．な

お，本研究ではスマート技術が十分に発達した社会を想定

しており，分析において電力輸送 EV は自動運転を想定し

ている．自動運転車両では車両価格の増加が考えられるが，

NEDO14)が技術革新により EV の車両価格がガソリン車と

同等程度になると想定していることを踏まえ，自動運転車

両についても車両価格は技術革新により現在と同等程度に

抑えられると仮定して設定した． 
また，𝑁 は以下の式-6より求められる．なお，𝑁 につ

いては，4.1の分析の中で，同時刻に電源で充電するEV台

数の 大値を把握することで値が求まる． 

𝑁 ≅ 𝐷 ∙ 1 𝑅 ∙ 𝑟 𝑠⁄

𝐷：SSTにおける1日の電力需要[kWh] 
𝑟 ：時間帯別電力消費割合の 大値(0.07451) 
𝑠：充放電器の給電性能[kW] 

4.3 1日あたり電力輸送コストの算出

4.2 では各電力輸送手段の導入コストを算出したが，日

常的な電力輸送手段としての EV の活用可能性を検討する
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(7) 

(8) 

ためには，導入後の維持管理まで踏まえた電力輸送コスト

を検討する必要がある．なお，本研究ではスマート技術が

十分に発達した社会を想定しているため，自営線の保全技

術のスマート化や EV の自動運転化などにより，各電力輸

送の維持管理にかかるコストの低減が期待できる．そこで

本分析では，設備の物理的な寿命である耐用年数のみを考

慮し，設備更新時に必要となる導入コストを回収するため

の1日あたり負担額を維持管理コストとして算出すること

で，維持管理まで踏まえた電力輸送コストを検討している．

なお，実際の電力輸送では，自営線・EVともにそれらを制

御するオペレーターコストが生じると考えられる．この点

について，本分析では自営線と EV の電力輸送にかかるオ

ペレーターコストは同程度であると仮定を置くことで，こ

れらの値を相殺して検討している． 
また，EV による電力輸送では走行時に電力を消費する

他，電力輸送で生じる電力ロスが自営線と電力輸送 EV を

用いる場合で異なるため，地区条件によっては運用中の電

力ロスの影響が累積し，結果として電力輸送に必要な発電

量が大きく異なる可能性がある．そのため，1 日の電力輸

送を行うために必要な発電量にかかるコストについても把

握することで，より詳細な電力輸送コストを検討している． 
以上を踏まえ，維持管理まで踏まえた電力輸送にかかる

1日あたりのコスト𝐶 の算出式を式-7に示す． 
 

𝐶 𝐶 𝑡 ∙ 365⁄ 𝐷 ∙ 1 𝑅 𝐺 ∙ 𝐶  

𝐶 ：電力輸送設備𝑗にかかるイニシャルコスト[円] 
𝑡 ：電力輸送設備𝑗の耐用年数[年] 

𝐺：電力輸送そのものに必要な総発電量[kWh] 
𝐶 ：平均発電単価[円/kWh] 

 
 ここで，𝐶 は4.2の算出結果であり，𝐶 は既存調査 31)を

参考に国内平均値(11.5円/kWh)を設定している．また，𝑡 は

国税庁が定める法定耐用年数や実際の使用状況を参考に，

表-3 に示す値を設定した．具体的には，電力輸送EV の車

両については貨物自動車の平均車齢 32)より，蓄電池は

NEDOの目標値14)より設定している．充放電器については，

電気自動車等導入費補助事業で定められる処分制限期間33)

を参考に，貨物自動車の同値が平均車齢 32)の 1/2 であるこ

とを勘案し，充放電器の同値に2を乗じた値を設定した．

また，電柱・電線については法定耐用年数と同様の36年 34)

としている． 
更に，𝐺については次の式-8から求められる． 
 

𝐺 𝐷 ∙ 𝐿 1 𝐿⁄ ∙ 1 𝑅 𝑁 ∙ 2 ∙ 𝑑 ∙ 𝐸  

 
𝑁 ：電力輸送EVの往復数 

 
 なお，𝑁 は4.1の分析から把握できる．また，自営線

による電力輸送を検討する際は𝑁 0となる． 

 
5. 分析結果 

5.1 電力輸送EVごとの必要台数(𝑁 ) 

 地区条件の異なる SST への電力輸送に必要な電力輸送

EV台数𝑁 について，分析結果を図-3～図-5に示し，以下

 
表-3 各電力輸送設備の設定耐用年数 

 

輸送手段 電力輸送設備 耐用年数tj

車両 10年

蓄電池 15年

急速充電器 16年

自営線 電柱・電線 36年

EV

 

図-3 シナリオaにおける𝑁 (MINICAB-MiEV) 
 

図-4 シナリオaにおける𝑁 (e-NV200バン) 
 

図-5 シナリオaにおける𝑁 (eCanter) 
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で考察を述べる．ただし，ここでは𝑁 の上限値を明らか

にするため，輸送する電力量が 大となるシナリオ a の分

析結果のみを示している． 
1) 図-3～図-5 より，電力輸送 EV の車種の違いから，地

区条件によっては電力輸送EV の必要台数に倍以上の

差が生じることがわかった．一方，世帯数が少ないSST
では車種の違いによる必要台数の差は生じておらず，

蓄電容量の小さい電力輸送EV で十分に運用が可能で

あることがわかる． 
2) 図-3～図-5より，世帯数の多いSSTほど電力輸送距離

の増分に対する必要台数の変化が大きい傾向にあり，

世帯数の少ない SST では電力輸送距離の増分に対す

る必要台数の変化が小さいことがわかった．よって，

特に世帯数の少ないSSTについては，更に電力輸送距

離が長い場合についても検討の余地があると言える．

3) 図-3より，本分析で も蓄電容量の小さい電力輸送EV
であっても， 小台数で運用可能な地区条件にはある

程度の余裕がある．よって，世帯数が少なく分散型電

源に近いSSTでは，本分析で用いた電力輸送EVより

も更に蓄電容量の小さい電力輸送 EV による電力輸送

も検討の余地があることが考えられる． 

5.2 電力輸送手段ごとの1日あたり電力輸送コスト(𝐶 )

地区条件の異なるSSTへの電力輸送について，各地区条

件で 小となる1日あたり電力輸送コスト𝐶 およびその電 
力輸送手段を示したグラフをシナリオごとに図-6～図-11
に示し，以下で考察を述べる． 
1) 図-6 より，必要な電力輸送EV 台数が 大となるシナ

リオ aでも，世帯数が100 世帯未満かつ分散型電源か

ら8km程度離れたSSTでは，EV活用によって電力輸

図-9 シナリオdにおける 小𝐶 および電力輸送手段 

図-10 シナリオeにおける 小𝐶 および電力輸送手段 

図-11 シナリオ fにおける 小𝐶 および電力輸送手段 

図-6 シナリオaにおける 小𝐶 および電力輸送手段 

図-7 シナリオbにおける 小𝐶 および電力輸送手段 

図-8 シナリオcにおける 小𝐶 および電力輸送手段 
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送コストが低減できることがわかった．よって，例え

ば中山間地域などの集落で，ある程度離れた場所に太

陽光発電などの分散型電源がある場合などには，電力

輸送にEVを活用することでSSTにかかるコストを抑

えることが期待できる．一方で，分散型電源に近いSST
ではほとんどの条件下で電線による電力輸送コストの

方が低くなっているが，これは短距離の電力輸送では

自営線の敷設コストが抑えられるためと考えられる．

2) 図-6～図-11 より，世帯数の多い SST では電力自給率

が高いほど，分散型電源に近い SST では給電電力が

DCである場合，EVの活用によって電力輸送コストが 
低減できることがわかった．よって，今後の電力地産

地消や直流電力の活用といった電力インフラに関する

技術革新が進むほど，EV 活用で期待できるSST への

電力輸送コストの削減効果が大きくなると考えられる． 
3) 図-6～図-11より，蓄電容量の小さい電力輸送EVほど

活用可能性が高くなっていることがわかる．つまり，

SST への電力輸送においてEV 活用を検討する場合，

むやみに蓄電容量の大きい電力輸送 EV を導入するの

ではなく，各地区条件で求められる性能に合わせて導

入コストを抑えることが重要であると言える． 
4) 図-6～図-11 より，EV による電力輸送コストが 小と

なっているSSTでも，その電力輸送EVの車種は地区

条件によって細かく変動していることがわかる．これ

は図-3～図-5 でもわかるように，必要な台数・充放電

器数が変化する地区条件が車種によって異なるためで

ある．よって，地区条件を把握した上でより様々な性

能の EV による電力輸送を検討できれば，電力輸送コ

ストを更に抑えられる可能性があると言える． 
5) 図-9～図-11より，SST内の給電電力がDCのとき，電

力自給率が小さい方が EV の活用によって電力輸送コ

ストを低減できる場合があることがわかった．これは，

分散型電源と SST の双方が DC である場合には，EV
による電力輸送で生じる電力ロスが0となり自営線の

電力ロスよりも小さくなるためであり，電力自給率が

小さいほど電力ロスの影響が大きく出た結果であると

言える．一方，電力自給率が小さい場合には電力輸送

EV の必要台数が増加し電力輸送コストが増大するた

め，給電電力がDC の場合でも，電力自給率が高い方

が EV の活用によって電力輸送コストを低減できる場

合があることがわかる． 

6. おわりに

本研究では，今後再生可能エネルギーを活用する上で重

要な課題となるスマートタウンの不足電力を賄う手段とし

て，EVが自営線を代替する可能性を検証した．その結果，

サテライト型スマートタウン(SST)への電力輸送について，

1)本分析で設定した前提条件の下では，分散型電源に近い

SST では自営線の電力輸送コストが低いためEV の代替可

能性は低いが，分散型電源から8km程度離れかつ世帯数が

100 世帯未満の SST では，EV による電力輸送コストが自

営線のそれを下回り，EV の代替可能性が示されたこと， 
2) SST内の電力自給率向上や直流給電化など，電力インフ

ラに関する技術革新が進むことで EV 活用によるコスト低

減の期待も高まること，3)蓄電容量の大きい電力輸送EVよ

りも低コストの電力輸送 EV の方が活用可能性は高いこと

などがわかった． 
本研究の成果より，自営線に代わり EV が電力輸送を担

うことで，SSTへの電力輸送にかかるコストを削減できる

ケースが存在し，そのような着想がもはや非常識とは言え

ないことが示された．あわせて，送電分離により再エネ利

用を物理的に促進する契機となりえることが示唆された． 
なお，今回の試算ではSST内の電力需要量を算出する上

で全国平均値を用いている他，電力需要変動についても 1
時間単位と大まかな精度での分析としているため，具体の

地区に適用する際にはより詳細な値を用いて検討を行う必

要がある．また対象としている EV や蓄電池，充放電器の

技術革新の進捗状況には不確実性が存在するため，その将

来値は本設定より過大・過小となる両方の可能性が排除で

きない点についても留意が必要である．更に電力輸送 EV
の自動運転にかかる車両コストおよびオペレーションコス

トについて，本研究では NEDO14)が示す EV の技術開発目

標と同様に，自動運転車も技術革新によって十分コストが

抑えられると仮定しているため，実際にはコストがより過

大となる可能性がある点に注意が必要である．いずれにし

ても，今後の変化を踏まえたより正確な条件を与えた上で，

継続的にSSTへの電力輸送手段としてEVが活用できる可

能性を検討していくことが必要であると言える． 
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